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名古屋圏における地方公共団体等の取組状況 

愛知県の取組状況 
 
 
 
 



愛知県の地震防災対策の主な取組み
６ ２５H15. .

１ 阪神・淡路大震災（平成７年１月１７日）以降の主な地震防災対策

区 分 内 容

□初動体制の確立等 H7.4 ○防災監設置

○防災幹部職員の公舎居住化

○幹部職員に携帯電話を配備

○通信担当職員の２４時間勤務化

○激甚災害時参集場所登録制度

H8.3 ○総理大臣官邸とのホットラインの開設

H8.10 ○防災ヘリコプター「わかしゃち」の導入

□情報通信網の整備 H8.4 ○衛星通信車載局の配備

H9.3 ○県庁、東三河事務所に「耐震通信局」を設置

H9年度 ○新総合通信ネットワークの整備開始

H9.4 ○県内８８市町村を結ぶ震度情報ネットワークの運用開始

H10.4 ○ヘリコプターテレビ電送システムの整備

□活断層、地下構造の調査 H7年度 ○尾張、知多、西三河地域の活断層調査の開始

H11年度 ○活断層に関する文献調査の開始

○濃尾平野地下構造調査の開始（H１４年度まで）

H13年度 ○三河地域堆積平野の地下構造調査開始

□防災ボランティアへの支援 S57年度 ○防災ボランティアグループの登録制度創設

H8年度 ○防災 の養成開始（H14年度まで）ボランティアコーディネーター

□避難所対策 H10.3 ○「避難所運営マニュアル」の作成

２ 東海地震の想定震源域の見直し（平成１３年９月）以降の主な地震防災対策

区 分 内 容

□地震対策会議の設置 H13.12 ○知事を会長とする｢愛知県地震対策会議｣を設置

□県民への意識啓発 H14.2 ○地震防災に係る県民の意識調査を実施

H14.3 ○地震防災リーフレット約２６０万部を作成

４月以降に県内の全戸に配布

□防災局設置と組織の拡充 H14.4 ○防災局を設置

H11.5.4 防災課、消防課の２課体制、部長級局長

○防災局の部組織への格上げ

防災課、消防課、産業保安課の３課体制

防災課に支援チームを新設

□地震被害予測調査の実施 H14年度 ○東海地震、東南海地震、両地震の連動、活断層による内

H15年度 陸型地震を想定した愛知県としての被害予測調査を実施

500ｍメッシュ（国は１Kメッシュ）
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区 分 内 容

■強化地域の拡大指定 H14.4.24 ●東海地震に係る地震防災対策強化地域が新城市１市か ら

名古屋市を含む58市町村に拡大指定された。

□愛知県地域防災計画の ○県防災会議において、地震防災対策強化計画の全面改H14.10.23

全面的見直し 定を含む県地域防災計画を全面見直し

□特定事業所に対する「応急 H14.4.24 ○特定事業所(不特定かつ多数の者が出入する病院、百貨

計画」の作成支援 ～6月以内 店、ホテル､劇場等)に対する「応急計画」の作成支援

□｢あいち地震対策アクション H14 11 18 ○地震対策会議において、県の地震対策を体系化した行動. .

プラン｣の策定 計画「あいち地震対策アクションプラン」を策定

□地震対策緊急整備事業 H14年度 ○強化地域が大幅に拡大したことに伴う両計画の見直し

計画及び地震防災緊急 地震対策緊急整備事業計画（H12年度～H16年度）

事業五箇年計画の見直し 地震防災緊急事業五箇年計画（H13年度～H17年度）

□県有施設の耐震化対策 H14.5 ○昭和５６年の新耐震基準以前に建設された防災上重要な

県有施設等の耐震診断結果の公表

H15.2 ○一般県有施設耐震改修５カ年計画

H14年度からH18年度までに４５施設を耐震改修

□民間住宅等の耐震化促進 H14年度 ○耐震診断マニュアルの作成及び診断員の養成を行う

○旧基準木造住宅に対する耐震診断事業を実施する市町村

への補助制度の創設

H15年度 ○旧基準木造住宅に対する耐震整備補助事業を実施する

市町村への補助制度の創設

○避難所耐震化事業への助成

「緊急市町村地震防災対策事業費補助金」に追加

□県民の防災意識向上対策 H14年度 ○「あいち防災カレッジ」の開設

「あいち防災リーダー」（年間250人）の養成開始

H15年度 ○地震防災シンポジウムの開催（消防庁と共催）

○地震防災講演会の開催(県内3か所)

□情報伝達体制の充実強化 H14年度 ○防災情報システムの整備

H15年度 ○防災GISの整備

○高度情報通信ネットワーク（衛星系）の整備

□防災協働社会の形成 H15年度 ○「地震対策推進条例(仮称)」の制定

行政のみならず、事業者、県民、ＮＰＯなどの主体が

それぞれの責務と役割を認識し、一体となって地震防

災対策に取り組む防災協働社会の形成を目指す。

□帰宅困難者対策 H15年度 ○帰宅困難者の支援対策を検討する協議会（県・関係市

町村）の設置、基礎調査の実施

□図上訓練の実施 H15年度 ○県・市町村職員を対象としたロールプレイング方式による

図上シュミレーション訓練の実施

□基幹的広域防災拠点 H15年度 ○基幹的広域防災拠点の整備内容・機能等に関する調

査・研究の実施
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Ｈ１５．６．２５

目 標 施策の柱 対策アクション

１ 県民への意識啓発
２ 学校における防災教育の推進
３ 自主防災組織の充実強化
４ 消防団の活性化
５ 防災ボランティアの育成・支援
６ 企業防災の推進
７ 防災訓練の実施

８ 地震対策推進体制の整備
９ 初動態勢の強化
１０ 防災関係機関との連携
１１ 市町村との連携・支援
１２ 広域的な連携
１３ 地震に関する調査研究の実施
１４ 防災に関する人材の育成

１５ 情報通信手段の整備
１６ 情報収集・集約体制の整備
１７ IT等を活用した情報提供体制の整
備

１８ 民間建築物の耐震化の推進
１９ 県有施設等の耐震化の推進
２０ 学校施設の耐震化の推進
２１ 公共構造物の耐震化等の推進

２２ 延焼を防ぐまちづくりの推進
２３ 水道施設の整備
２４ 避難地・避難路の整備確保
２５ 広域防災拠点の整備

２６ 避難所運営・避難体制の整備
２７ 津波避難対策・液状化対策の推進
２８ 消火体制の整備
２９ 救急救助・医療体制の整備
３０ 応急給水体制の確立
３１ 下水道応急対策の推進
３２ 食糧・生活必需品等の確保
３３ 緊急輸送体制の整備
３４ 被災建築物・宅地の応急危険度判
定体制の整備

３５ 災害弱者対策の推進
３６ 被災者の住宅確保
３７ 環境汚染防止・廃棄物処理体制の
整備

３８ 生活相談への対応
３９ 被災者の健康管理
４０ 復興へ向けた準備
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背 景

東海地震

○東海地震の想定震源域の見直し（H13）

○地震防災対策強化地域の拡大指定

新城市１市から５８市町村へ（H14.4.24）

東南海地震

○東南海地震の今後３０年以内の発生確率

の公表（平成１３年９月）

５０％程度、マグニチュードは８．１前後

○「東南海・南海地震に係る地震防災対策

の推進に関する特別措置法」の公布

施行は 年以内 （H14.7.26）1

経済社会情勢の変化

○災害弱者の増加

○ITの進展

○個人・地域社会の災害対応能力の低下

○NPOなど新たな組織の台頭

テ ー マ

地震に強い愛知県をめざして

理 念

地震の発生は不可避でも

震災は軽減できる

Ⅲ 防災情報通信体制

の確立

あいち地震対策アクションプランの概要

Ⅰ 防災意識の高揚

Ⅱ 防災体制の強化

Ⅳ 耐震化の推進

Ⅴ 地震に強い施設づ

くり

Ⅵ 災害応急体制の整

備

Ⅶ 被災後の生活安定

対策の準備

目 的
地震に強い愛知県を目指して、地域防災計

画（地震災害対策計画）の実効性を高め、また、
本県の地震防災対策への積極的な取り組みを
示すことによって、県民に安心していただくため、
今後県が取り組むべき地震防災施策を体系化

として「あいち地震対策アクションした行動計画
プラン」を策定し、その計画的・効果的な推進を
図る。

計画期間等
平成１４年度から平成１８年度までの概ね○
５年間

○緊急に実施すべきアクションについては、既
に着手している事項を含め、早期の完了をめ
ざす。

○国の制度改正を要するもの、他県や関係機
関との協議が必要なもの、大規模なシステム
や予算等の検討を要するものなどについて
は、取組みの方向性を示し、計画的に推進
する。

○平成１４年度及び平成１５年度において実施
する「地震被害予測調査」の結果に基づいて、
必要な見直しを行っていく。

推進機関
○愛知県地震対策会議

（平成 年 月 日設置）13 12 17
会長：知事 副会長：副知事・出納長

委員：各部局長・理事

企業庁長・教育長・警察本部長

防災協働社

会の形成

防災型まちづ

くりの推進

災害対策活
動への備え

策定経緯

H13.12.7 地震対策会議（策定方針決定）
H14.6.17 愛知県地震対策有識者会議（意見聴取）
H14.7.31 〃
H14.9.4 政策調整会議（数値目標設定を了承）
H14.10.3 総務県民委員会（進捗状況・概要説明）
H14.11.11 政策調整会議（最終了承）
H14.11.18 地震対策会議（ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ決定）

このほか、地震対策会議の幹事会、総括 などをWG
適宜開催した。

予算規模

○平成１４年度から平成１８年度までの５年間で
４千５００億円から５千億円程度

○平成１５年度は、約９１３億円（前年度比106.8％）
○平成１４年度は、約８５５億円
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愛知県高度情報通信ネットワークの概要

多重無線通信回線

単－無線通信回線

衛星通信回線

電話回線

有線通信回線

電話回線

大容量デジタル多重無線回線網

４００ＭＨｚデジタルＭＣＡ・アナログ移動
無線ネットワーク

消防本部

県事務所東三河耐震通信局

防災ヘリコプター

他都道府県

国

衛星回線
（地域衛星通信ネットワーク）

衛星通信車載局

県庁耐震通信局
行政関係

防災関係

総合行政ネットワーク
ＬＧＷＡＮ

行政情報通信ネットワー
ク

公害対策用テレメータ

水道事業用無線
システム

防災情報システム

気象庁情報システム
（気象オンライン）

震度情報ネットワーク

水防テレメータシステム

道路情報システム

防災用ヘリコプター映
像

国、県警、名古屋市
、

ヘリコプター映像

防災関係

行政関係

中継所
県庁

災害対策本部

農林水産事務所 建設事務所・支所 保健所等 市町村

無線統制室

スーパーバードＢ２

アクセスポイント
１４箇所

自衛隊・防災航空隊

防災関係機関

VSAT TVRO TVRO

VSAT TVRO

VSAT

土砂災害監視システム

一斉指令システム

災害対策本部各支部 災害対策本部
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